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 ＩｏＴ・ＩｏＴ特許・ＩｏＴ課題・ＩＴ特許・モノのインターネット 

 

１．背景および目的  

 近年、様々な「モノ（例えば、センサーを有するスマートデバイス）」がインターネット

に接続されるＩｏＴ（Internet of Things）が急速に進行している。例えば、このインター

ネットにつながる「モノ」の数は、２０００年には２億個であったが、２０１３年には１０

０億個、２０２０年には５００億個になるとも予測されている[1]。 

 また、ＩｏＴに関しては、ＩＴ企業だけでなく様々な分野のメーカーが参入し、更には、

これまで別々のレイヤーにおけるプレイヤーであった企業同士が同じレイヤーで競合するこ

とになるケースが多くなると予想されている[2]。 

 ＩｏＴ時代においては、メーカーは「物」の供給だけではなく「サービス」の提供を同時

に行う事業形態に変化することが予想される。ＩＴ分野では後発となるメーカーは、ＩＴ関

連発明特有の問題点に対応しつつ、ＩｏＴにおいて求められる課題にも対応した態様で権利

化を目指す必要がある。 

 上述より、本研究では、まず、ＩＴ関連発明の保護における課題を抽出し、次いで、特許

情報に基づいてＩｏＴの進行について調査し、そして、ＩｏＴ関連発明の権利化において留

意すべき点および対応策の整理を行う。 

２．研究手法 

１）ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出 

（１）権利行使面での課題：権利解釈ルールおよび判例を参照して抽出する。 

（２）権利化面での課題：①上述の権利行使面での課題に対応する課題および②２００６年

前後に生じたブロードバンド化によるクラウドの急速な普及とスマートフォンの急速な普及

とが同時並行的に進行した状況で生じた課題（特殊事情）を中心に検討する。 

２）ＩｏＴの進行に関する調査 

（１）技術分野の設定 

 特許行政年次報告書（日本における分野別公開数統計表） [3]を参考に、複数の分野を設

定した。電気通信、デジタル通信およびビジネス方法を統合してＩＴ分野とし、電気装置、

光学機器、医療機器、運輸、計測、制御、熱処理機構、土木技術、環境化学、ハンドリング

機械を調査対象として設定した。 

（２）調査・分析 

 ２００６年～２０１５年までの１０年間における各年ごとの公開件数を調査した。 

・検索条件：ＩＰＣ検索：各分野におけるＩＰＣは上述の特許庁行政年次報告における（付
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表）分野別対応ＩＰＣ表を参考に設定 

・調査内容：各分野ごとの件数、各分野におけるＩＴ系の件数（ＩＴ分野×各分野）、各分

野における筆頭ＩＰＣがＩＴ系の件数（第１のＩＰＣ=ＩＴ分野×第２以降のＩＰＣ＝他の

分野）等 

３）ＩｏＴ関連発明の権利化において留意すべき点 

 ＩＴ関連発明の権利化における問題点に加え、ＩｏＴ関連発明の権利化における新規な問

題点を抽出し、対応策を検討し、これらを整理した。 

３．結果および考察 

１）ＩＴ関連発明の保護における課題の抽出 

（１）権利行使面での課題 

①複数主体が関与する発明は、直接侵害としての保護が難しいという課題がある。システム

発明等においては、構成要件が複数主体により別々に実施され得る。このような場合には直

接侵害が認められにくいという問題がある。ここで、システム発明について、特定の主体が

システムを「支配管理」している場合には特許権の侵害が認められる場合がある [4]。  

②複数の構成物、例えば、サーバと端末とで構成されるシステムにおいて、サーバが国外に

配置されている場合においては、直接侵害および間接侵害ともに難しいという課題がある。

ＵＳにおいては、サーバが海外に配置されていても、ＵＳ内でシステムのコントロールがな

されシステム利用による利益が得られているとして、ＵＳ国内の使用であると認められた例

もある [5]が、日本においては、このような解釈は困難であろう。 

（２）権利化面での課題 

①権利行使面での課題に対応する課題 

 ＩＴ関連発明について直接侵害が認められにくいという課題に対して、次善の策として共

同行為、間接侵害や管理主体等が認められるようなクレームを作成することが重要になる。 

 また、ＩＴ関連発明（システム発明）においては、発明した内容を完全に保護しようとす

ると、他の分野では考えられないほど多くのクレームが必要になる。そのため、次善の策と

して、現実に実施する事業の保護に注力し、自己の事業にとって重要な部分のクレームを充

実させる。例えば、端末メーカーであれば端末クレームを充実させ、システム・サービス提

供者であればサーバクレームを充実させる。 

②特殊事情により生じた課題 

 クラウドの急速な普及とスマートフォンの急

速な普及とが同時進行した状況においては、図

Ａに示すように、構成要素は従来固定的だと考

えられていた配置に限定されなくなった。クラ

ウドの普及により構成要素がサーバに移行する

現象が生じる一方、スマートフォンの普及によ

り構成要素が逆にサーバから端末に移行可能と

なった。つまり、構成要素の配置の組み合わせ

は増大し、発明保護に必要なクレーム数が増大

するという問題が生じている。以下にシミュレ

ーションを行い、結果を表Ａに例示する。 

（シミュレーション）システムクレーム１、サ

ーバクレーム０、端末クレーム７、方法クレーム１、プログラムクレーム１の計１０クレー

図Ａ クラウドとスマートフォン普及が同時進行した

場合の問題点 
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ム（平均的）で規定された仮想発明について、移動可能な構成要素の数が１つ、２つ、３つ

の場合それぞれについて検討する。 

＜表Ａ シミュレーション結果＞              表Ａに示すように、ＩＴ関

連発明は、当該発明の保護

に必要なクレーム数が非常

に多くなる傾向があり、特

許出願における現実的なク

レーム数では発明が十分に保護されない可能性がある。他の技術分野においては、上位クレ

ームが最も広く規定されており、原則、カバー率は１００である。これに比べ、ＩＴ分野に

おいては発明が十分に保護されない場合があるという課題が示唆された。 

２）ＩｏＴの進行に関する調査 

 特許情報に基づくＩｏＴ進行に関する調査・分析結果の概要を下表Ｂに示す。 

＜表Ｂ 調査・分析結果の概要＞ 
電気装置 光学機器 医療機器 運輸 計測 制御

熱処理
機構

土木技術 環境化学
ﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞ

機械

全体件数にしめる
各分野の割合

（傾向）

全体件数にしめる
各分野のＩＴ系の割合

（傾向）

（数値） 低 中高 低 低 低 高 低 低 低 低

（傾向）

（数値） 高 中高 中高 中高 中高 中高 中高 中高 中高 中高

（傾向）

各分野におけるＩＴ系の割合

各分野のＩＴ系にしめる
筆頭ＩＰＣがＩＴ系の割合

（ＩＴ系シフト度合）
 

・「各分野におけるＩＴ系の割合」は横ばいである。また、「各分野のＩＴ系にしめる筆頭

ＩＰＣがＩＴ系」の割合は全体的に上昇傾向であり、特にこれまでＩＴ系の中心ではなかっ

た分野において上昇傾向にある。 

・上述より、特に「各分野のＩＴ系にしめる筆頭ＩＰＣがＩＴ系」割合の傾向から、分野ご

との進行ステータスは異なるがＩｏＴ化は全体的に進行していると考えられる。 

３）ＩｏＴ関連発明の権利化において留意すべき点の整理 

（１）ＩｏＴ関連発明の権利化においてもＩＴ関連発明における課題は引き続き存在する。

ＩｏＴ関連発明におけるクレーム構成はＩＴ関連発明のクレーム構成と同様であるため、上

述した課題を有する。 

（２）ＩｏＴ関連発明の権利化における新規な問題点 

①特にメーカーにおいては、製品の製造販売だけでなく、ＩｏＴ関連発明を利用したサービ

スを提供するようになる可能性が高いと考える。そのため、メーカーは、モノのクレームを

充実させるだけでなく、サービスに関するクレーム（特にサーバクレーム）を充実させる必

要が生じる。 

②ここで、上述の「日本における分野別公開数統計表」を参照して、電気通信、デジタル通

信およびビジネス方法を統合したＩＴ分野について、上位３０社をＩＴ企業／メーカーに分

類し、メーカーの割合（メーカー率）を算出した（表Ｃ参照）。 

＜表Ｃ ＩＴ分野の出願上位企業におけるメーカーの割合＞ 

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

メーカー率 56.7% 60.0% 56.7% 56.7% 60.0% 56.7% 53.3% 53.3%  
 ＩｏＴが進行しているなか、上位出願企業におけるメーカーの割合が変化なしor微減とい

うことは、下位に上位企業ほどの件数ではないがＩｏＴ関連発明を出願するメーカーが多数

必要なクレーム数 カバー率（％） 必要なクレーム数 カバー率（％）

１つの構成要素 58 17.2% 90 11.1%
２つの構成要素 116 8.6% 180 5.6%
３つの構成要素 232 4.3% 360 2.8%

シミュレーション１（少な目） シミュレーション２
移行可能な構成要素の数
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存在している（または今後増える）であろうことが推測される。 

 つまり、ＩＴ関連発明の出願にあまり精通していないであろうメーカー等がＩｏＴ関連発

明の出願を行うということであり、この点も課題である。 

（３）ＩｏＴ関連発明の権利化における課題点および対応案の整理（表Ｄ参照） 

①共通の次善策としては、システムクレームにおいて構成要素の配置を限定しないクレーム

の作成があげられる。当該対応は、構成要素が端末・サーバのいずれに配置されていても、

間接侵害、共同行為や主体管理等になるようにすることを狙いとしている。 

②ＩｏＴ関連発明においては、特にメーカーは、モノの製造販売を保護するためのモノのク

レームだけでなく、サービスの提供事業を保護するためのサーバクレーム等も充実させる必

要がある。ＩｏＴ化によりビジネスモデルが変化し、メーカーが自社または他社にサービス

を提供するようになることが予想されるため、このような更なる対応が必要になる。 

＜表Ｄ ＩｏＴ関連発明の権利化における課題点および対応案の整理＞ 

原　因 内　容 狙い 内　容 効果 負担

Ｉ Ｔ／ＩｏＴ 複数主体 直接侵害が認められにくい 間接侵害、主体管理

システムクレーム
・不必要な限定しない
・構成要素の配置を限定し
ない（サーバ、端末に含ま
れる等の規定をしない）

△ 小

Ｉ Ｔ／ＩｏＴ
複数構成物

（サーバ＋端末）
直接侵害が認められにくい

国内：構成要件充足
国外：国内実施の間接侵害確保

システムクレーム
・不必要な限定しない
・構成要素の配置を限定し
ない（サーバ、端末に含ま
れる等の規定をしない）

△ 小

現実的・効率面を重視：自己事業
の保護に注力

実施事業を保護するクレー
ムを充実

△ 小

サーバ・端末間を構成要素が移行
した場合でもシステム全体として要
件充足へ（間接侵害、管理主体）

システムクレーム
・構成要素の配置を限定し
ない（サーバ、端末に含ま
れる等の規定をしない）

△ 小

現実的・効率面を重視：自己事業
の保護に注力
将来実施する可能性が高い事業
の保護確保

モノの保護クレームとサー
ビスの保護クレームとの両
方を充実

△ 中

ＩＴ／ＩｏＴ

ＩｏＴ ビジネスモデル変更
物の製造販売だけでなくサービス
の実施・提供も行うようになる

問題点 次善策

Ｉ Ｔ／ＩｏＴ
（特殊事情）

必要クレーム増大
発明保護不十分な場合あり

空権化する可能性

 

４．おわりに 

 特許情報に基づいてＩｏＴの進行について調査した結果、技術分野ごとの進行ステータス

は異なるが、ＩｏＴは全体的に進行していることが示唆された。 

 ＩｏＴ関連発明の権利化においては、システム発明における構成要素の配置を限定しない

クレームの作成や、物の製造販売を保護するためのレームおよびサービス提供事業を保護す

るためのサーバクレームの両方を充実させる必要であることが認識された。 

 ＩｏＴが進むなか、これまでＩＴ関連発明の出願にあまり関係のなかったメーカーがＩｏ

Ｔ関連発明の出願を行っていくという状況になると考える。このような状況に対し、本研究

が何らかの役に立つことを期待する次第である。 
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